
考えられる論点

安心な社会を創るための匿名通報事業

○ 国民の認知度を向上させ、検挙等につながる情報数を上げる

ため広報の方法に見直しの余地はないか。

○ 一般競争入札で新規参入業者が参入しやすい環境整備はでき

ないか。


